
 

目標値（R11）
原子力防災対策に関する研修会等の開催回数
原子力防災対策に関する研修会等の参加人数(延べ人数)
原子力防災対策に関する研修会等での理解度(％)

▶用語説明

○○… △△…

-

55 90
1173 1500

80

指標名 現状値

SDGｓに関連するゴール 3、9、11、12、13

目標指標

１－１ 原子力安全・防災対策の推進

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿

市民から信頼が得られる徹底した安全対策、情報公開による透明性が確保されているととも

に、原子力に関する知識や原子力防災に対する正しい知識の普及により、原子力災害時に自

分がとるべき行動を理解しています。

現況と課題

• 柏崎刈羽原子力発電所の度重なる不適切事案による市民の不安を払拭することが重要であることから、

事業者に対して、信頼回復と徹底した安全対策の充実強化を強く求めるとともに、十分な情報公開によ

り、原子力に関する透明性を確保する必要があります。

• 原子力政策については、国の責務のもとに行われるものであり、市民の安全と安心の確保に十分な責任

を持つよう、引き続き国に求めていく必要があります。

• 原子力災害時の避難の実効性を高めるため、原子力防災訓練を重ね、「柏崎市地域防災計画(原子力災

害対策編)及び「柏崎市原子力災害広域避難計画」の継続的な改善を図るとともに、広域的な避難路の

整備が求められています。

• 国や県、防災関係機関との連携により、災害時の体制・対応力の向上に取り組んでいるところでですが、

原子力防災体制の更なる充実と原子力防災対策に対する住民の理解促進及び普及啓発に取り組むことが

必要です。

主要施策の方向性

【原子力安全対策の推進（安全性と透明性の確保） 】

• 立地自治体として、事業者に対して、地域住民の十分な信頼が得られるよう、安全対策の更

なる充実強化、原子力に関する情報公開による透明性の確保を強く求めます。

• 国に対しては、事業者の安全対策の取組の有効性を確認するとともに、市民の安全と安心の

確保に十分な責任を持つよう、強く求めます。

【原子力防災体制の充実・向上】

• 国、県及び関係機関との連携を強化し、合同による原子力防災訓練を実施することにより、

原子力災害への対応力を強化し、併せて避難計画の継続的な改善を行います。

• 広域的な避難の実効性を確保するため、避難道路や緊急輸送路等の幹線道路の早期整備に向

けた取組を推進します。

• 原子力災害発生時に正しく行動できるよう、出前講座などを通じて、原子力防災知識の普及

啓発に取り組みます。

主な事務事業

・原子力広報等対策事業
・原子力調査情報収集事業
・原子力防災対策事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・柏崎市地域防災計画(原子力災害対策編)

・柏崎市原子力災害広域避難計画

策 定 中

0000011413
テキストボックス
 資料５



 

目標値（R11）
防災出前講座開催数
防災士養成講座による資格取得者数
人口千人当たりの消防団員数

▶用語説明

⾃主防災組織 … 「⾃分たちのまちは⾃分で守る」という、地域住⺠の連携に基づき、結成される防災組織のこと。災害の発⽣時に、住⺠が連携を取り、互いの⾝を守るために防災活動を⾏います。

要配慮者… 高齢者、障害のある方、妊産婦、乳幼児・児童、日本語に不慣れな外国人など、災害発⽣時に必要な情報を把握したり一人で避難することが難しい人、避難⽣活などが困難な人のこと。

防災士 … 認定特定非営利活動法人日本防災士機構による⺠間資格。機構の定めたカリキュラムにより、防災⼒を高めるための⼗分な知識と技能を習得した者が認定される。

６０回 ６０回
４５人 ４５人

１７．０人 １７．５人

指標名

SDGｓに関連するゴール ３，４，９，１１，１３，１７

現状値

目標指標

１－２ 地域防災力・消防力の充実

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿

災害時、身を守るために必要な情報、行動や物資は何かを住民が理解し、自助、共助及

び公助の相互協力により、自主防災組織や町内会の防災活動が活発に行われています。

消防・救急・救助体制を強化することにより、地域の安全・安心が確保されています。

現況と課題

• 柏崎市地域防災計画に基づき、災害対策全般に対し、総合的かつ計画的な防災行政を推進し、市民の生

命、身体及び財産を保護することを進めています。災害が激甚化、多様化する中で、引き続き、最新の

知見を迅速に「柏崎市地域防災計画」に反映させるとともに、様々な状況に応じた災害対応力の強化や

防災体制の構築が必要です。

• 災害時、自分の身を守るためには、自分が取るべき行動を理解し、正しい行動をとることが必要です。

• 人口減少、少子高齢化の進行と自営業者減少などの就業環境の変化から地域防災活動を行う担い手確保

が困難となり、特に災害時要配慮者の避難に対する地域の支援が求められている中で、平時から地域に

おける支援体制を構築することが重要となります。

• 災害が複雑化・大規模化する中、災害対応力を強化するため、安全基準や運用状況に応じた消防車両や

資機材更新・整備が必要です。

• 救急出場件数が増加し、救急需要が増大していることにより、安定的かつ持続的な救急業務の提供が課

題となっています。

• 高齢者の住宅火災による死者数の割合が高い傾向にあることから、高齢者向け防火対策や住宅用火災警

報器の啓発活動が重要な課題です。

• 消防団員数の減少と高齢化による地域防災力の低下が課題となっています。

主要施策の方向性

【防災体制の強化】

• 「柏崎市地域防災計画」に最新の知見を取り入れ、実情に即した防災体制の強化に取り組みます。

また、事前防災に主眼を置く「柏崎市国土強靭化地域計画」により、災害リスクへの対応方針を基

に、大規模災害に備え、強靭化の取組を推進します。

• 「防災情報通信システム」やSNSなどあらゆる情報発信ツールを活用し、災害時には迅速かつ的確

な情報伝達の多重化・多様化に取り組みます。

• 自然災害による被害の未然防止、軽減を図るため、防災ガイドブックや各種ハザードマップを更新

し、様々な媒体により確認できる状況にします。

【防災意識の向上】

• 小・中学生を対象とした防災教育および自主防災組織や町内会へ講師を派遣する防災出前講座等の

事業を通じて、防災意識の向上を図ります。

【地域防災力の充実】

• 防災士を計画的に養成することで、地域防災の担い手である人材を確保し、自主防災組織に対する

防災説明会を継続することで、自主防災組織の活動活発化を図ります。

• 共助の担い手同士の連携を強化するために、防災事業に関わる団体等を支援します。

• 平時から多様な団体と連携し、地域にお住まいの避難行動要支援者の把握や個別避難計画の共有、

避難支援体制の構築など、地域の実情に応じた支援に取り組みます。

【消防力の充実・強化】

• 消防車両・資機材の計画的な更新・整備を推進することで、災害活動体制を強化します。また、救

急需要の増加に対応するため、DX化による業務効率化や救急救命士の育成強化を図ります。

• 高齢者を中心とした防火対策強化のため、関係機関と連携し住宅用火災警報器の点検・取替えの重

要性を周知し広報活動に努めることで、住宅防火対策を推進します。

• 消防団の持続可能な体制の構築と地域防災力の強化を目指し、若年層や女性の加入促進、女性が活

躍できる環境整備を進めます。

主な事務事業

・地域防災⼒向上支援事業
・市⺠活動センター管理運営費（令和５年度から中越沖地震メモ
リアル防災教育推進事業を統合）
・防災体制強化事業
・消防機械器具施設整備事業
・常備消防施設整備事業

「○○○○○○○○○○○」
関連する個別計画

・柏崎市危機管理計画
・柏崎市地域防災計画
・柏崎市業務継続計画
・柏崎市国⺠保護計画
・消防整備基本計画
・柏崎市国土強靭化地域計画

写真

策 定 中



 

目標値（R11）
森林経営管理事業の整備率
⺠間住宅の耐震化率

▶用語説明

○○… △△…

指標名 現状値

SDGｓに関連するゴール ３,９,１１,１３,１５

3.3% 21.9%
89.2% 92.6%

目標指標

１－３ 災害に強いまちづくりの推進

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿
自然災害に備えた対策を進め、災害に強いまちを形成しています。

現況と課題

• 近年、ゲリラ豪雨や線状降水帯の発生による大雨などの異常気象により、全国各地で河川の氾濫

や内水による浸水被害、土砂災害の激甚化・多発化が問題となっています。

• 本市においても森林の荒廃への対応、河川、下水道雨水幹線や枝線の整備のほか、河川管理施設

の老朽化対策、排水ポンプ場の適切な管理や運営、土砂災害の未然防止対策など流域全体の総合

的治水対策が必要です。

• 道路防災対策として、道路法面の状況を継続的に点検することにより、危険箇所を早期に把握し、

その対策を進めていくことが必要です。

• 大地震から身体、生命又は財産を守るためには、住宅の耐震化を図ることが必要ですが、改修に

かかる費用が高額になる上に、所有者の高齢化や住み継ぐ者がいないなどの理由により耐震改修

を行う人が少なくなっていることが課題となっています。

主要施策の方向性

【水害対策の推進】

• 激甚化、多発化する水害を未然に防止するため、河川の改修を進めるとともに、河川施設の

適切な維持管理と計画的な更新を行います。また、治水ダムの整備促進と予算確保について、

国及び県に強く働きかけます。

• 公共下水道事業区域内においては、雨水幹線・枝線の整備を計画的に進めるとともに、施設

の維持管理を適切に行います。

【土砂災害対策の推進】

• 土砂災害を未然に防止するため、砂防施設や地すべり防止区域の定期的な点検を行います。

• 山林の適切な維持管理のため、森林経営管理事業や造林事業により、山林の計画的な間伐等

に努めます。

【道路防災対策の推進】

• 災害発生時の被害を未然に防止し、円滑な道路交通を確保するため、道路防災点検の結果に

基づいた、危険箇所の道路法面対策を推進します。

【住宅耐震化の促進】

• 「柏崎市耐震改修促進計画」に基づき、住宅の所有者に対して耐震化の重要性を啓発し、耐

震診断や耐震改修等の支援制度の周知・活用を図り、住宅の耐震改修を促進します。

主な事務事業

・治水事業・市街地低地部内水対策事業
・治山・砂防事業
・森林経営管理事業
・道路防災対策事業
・木造住宅耐震改修費等補助金交付事業

関連する個別計画

・柏崎市国土強靭化 ・柏崎市地域防災計画
地域計画

・柏崎市水防計画
・柏崎市森林整備計画
・柏崎市耐震改修促進計画

「○○○○○○○○○○○」

写真

策 定 中



 

目標値（R11）
AI新交通「あいくる」の１年間の延べ利用者数
１人当たりの公共交通の年間利用回数（鉄道を除く）
柏崎駅における特急列車の運行本数
柏崎駅における快速列車の運行本数

▶用語説明

AI新交通「あいくる」 … ＡＩ（人工知能）を活用した事前予約制の乗合交通。乗降ポイント間を、乗り継ぎなしで移動できる。

SDGｓに関連するゴール 9,11,17

現状値

3.5往復 3.5往復

指標名
40,000人23,611人

4.25回 5.25回
4往復 4往復

目標指標

１－４ 持続可能な公共交通の確保

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿
持続可能な公共交通ネットワークの再構築により、市民ニーズに対応した「やさしい公

共交通」を実現し、市民の移動の足がしっかりと確保されています。

現況と課題

• 市内の路線バスは高齢者や学生を始めとした市民の重要な移動手段ですが、運転士不足と利用者数の

減少により、減便や廃線に歯止めがかからない状況です。減便や廃線に伴う利便性の低下は、特に中

山間地域において顕著であることから、中山間地域における公共交通の再編が急務となっています。

• 市内の公共交通の運転士は不足している状態であることから、曜日や時間帯によって、路線バスやタ

クシーが利用できない状況となっています。市内の公共交通を安定的に運行するために運転士の確保

は重要な課題となっています。

• JR信越本線においては、優等列車である特急しらゆきの利用者数が限定的であり、またJR越後線にお

いても、柏崎－吉田間の利用者数が減少しています。このことから、各路線の運行維持・活性化に向

けては、沿線自治体などと連携していく必要があります。

【地域における生活交通の確保】

• 「柏崎市地域公共交通計画」及び「柏崎市地域公共交通利便増進実施計画」に基づき、

持続可能な公共交通ネットワークを再構築することで、市内における公共交通の利便性

の向上を図ります。

• 曜日や時間帯を問わず、市民の移動手段の確保を図るため、運転士不足対策に係る効果

的な取組を実施していく。

【鉄道の利便性の向上】

• 鉄道の利便性向上を図るため、上越新幹線・北陸新幹線と信越本線との速達性や確実性

の高い接続と、特急や快速列車などの優等列車等を確保するとともに、悪天候時の運行

支障への対策などについて、関係機関に対しての要望を継続します。

• 鉄道の利便性の維持・向上は、新潟県全体の課題であることから、新潟県沿線自治体や

関係団体と連携した取組を実施するとともに、信越本線においては将来的な鉄道高速化

や両新幹線との直通運転化を目指します。

主な事務事業

・路線バス等確保事業
・鉄道等活性化事業

「AI新交通あいくるの運行」

関連する個別計画

・柏崎市地域公共交通計画
・柏崎市地域公共交通利便増進実施計画

主要施策の方向性

策 定 中



 

目標値（R11）

刑法犯認知件数

消費生活センターの相談件数

交通事故発生件数

▶用語説明

○○… △△…

SDGｓに関連するゴール ３、４、５、１１、１２、１６

指標名 現状値

220件 178件以下

567件 570件

69件 60件以下

目標指標

１－５犯罪や交通事故のないまちへの取組強化

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿

地域や事業者、関係団体等が一体となり、犯罪や交通事故の防止活動が推進され、市民

の誰もが安心して安全なまちで生活しています。

現況と課題

• 刑法犯認知件数は、年々減少にあるものの、特殊詐欺の手口が悪質、巧妙化し、特殊詐欺被害は

増加傾向にあり、消費者教育、啓発を通して防犯意識を高める必要があります。

• 犯罪のない安全で安心して暮らせるまちづくりを実現するためには、地域、警察や防犯関係団体

と連携し、市民の自主防犯意識を高めていくことが重要ですが、防犯ボランティア団体の高齢化

や後継者不足などの課題もあります。

• 情報を得にくい高齢者や障がい者等が、被害に遭うケースも少なくないため、消費者安全確保地

域協議会の充実を図り、見守り体制を強化することが必要です。一方、令和４（２０２２）年４

月から成年年齢が１８歳に引き下げられたため、成年年齢に達する前の教育、啓発活動が必要で

す。

• 交通事故発生件数は、近年、年間６０件台で推移しており、令和６（２０２４）年は６４件でし

た。このうち、高齢者が関わる交通事故の割合は５割を超える状況にあることから、高齢者が事

故の当事者とならない取組が必要です。また、自動車、自動二輪車、原動機付自転車に限らず、

歩行者や自転車による交通事故が毎年それぞれ１～２割程度の割合で発生していることから、年

代に応じた効果的な交通安全教育や交通安全意識の啓発、広報活動を推進していくことが求めら

れています。

主要施策の方向性

【地域での犯罪未然防止対策の推進】

• 地域、警察や防犯関係団体と連携し、防犯に対する意識啓発や防犯意識の高い人材の育成を

推進し、市民の自主防犯意識の向上を図ります。

• 犯罪を未然に防ぐ地域を作っていくため、各地域で実施しているあいさつ運動を通じた「な

がらパトロール」や社会貢献活動の一環として行われている事業者による「ながら見守り」

活動など、常に防犯の視点を持って見守り活動ができる取組を推進します。

【安心・安全な消費生活の確保】

• 消費者に必要な知識、技術に対する情報を消費生活啓発講座（出前講座）等を通じて提供す

るとともに、消費生活相談の充実を図り、地域が一体となった見守り活動を推進し、高齢者

等の被害の未然防止に取り組みます。

• SNS等に起因する犯罪を未然に防ぐため、学校や関係機関等と連携し、年代に応じた実効性の

ある消費者教育を推進します。

【交通安全対策の推進】

• 警察や関係機関、団体等と連携し、自動車、自転車等の運転者や歩行者の正しい交通ルール

とマナーの浸透を図るため、各世代に対する交通安全教室や様々な機会を捉えて啓発活動を

行います。特に高齢者の交通事故防止に向け、体験型交通安全教室や高齢者向け交通安全教

室などにおいて、交通安全意識の醸成を図ります。

主な事務事業

・消費者対策事業

・地域安全対策事業

・交通安全対策事業

関連する個別計画

・第三次柏崎市防犯まちづくり推進計画

・第１１次柏崎市交通安全計画

・

「○○○○○○○○○○○」

写真

策 定 中

1



 

目標値（R11）
管理不全な空き家の年間削減件数
⻑寿命化計画に基づく公営住宅改修実施棟数（累計）

▶用語説明

○○… △△…

指標名 現状値
6 6
15 19

SDGｓに関連するゴール 11

目標指標

１－６ 魅力ある都市環境と住環境の整備

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿
都市機能が集積した利便性が高いまちなかや憩いの場となる公園等が充実し、賑わいの

あるまちが形成され、市民が安心・安全で快適に暮らしています。

現況と課題

• 柏崎駅前などの中心市街地は、少子高齢化や居住機能の郊外拡散により、人口の減少と低密度化

が進んでいます。このような状況でも、暮らしやすく、将来にわたり持続可能でコンパクトな都

市を目指し、中心市街地の魅力向上や都市機能の誘導を図ることが必要です。

• 都市公園施設は、経年劣化による老朽化が進行した施設が多数あるため、計画的な施設の維持修

繕や改築更新により長寿命化を図ることが必要です。

• 景観水準の向上と市民の良好な景観形成に対する意識の醸成により、自然景観の保全や文化景観

の継承を図ることが必要です。

• 管理不全な空き家が増加しており、空き家の削減に向けた取組と、空き家にさせないための利活

用施策及び所有者等の意識改善を目的とした情報発信が必要です。

• 公営住宅は、老朽化やライフスタイルの変化などによる住環境の水準の低下が見受けられるもの

について、計画的に改修し、整備を実施していく必要があります。

• 市民が快適に安心して暮らせる居住環境の維持及び向上を図るために、引き続きリフォーム支援

を行っていくことが必要です。また、冬期間の雪下ろしによる負担の軽減のため、雪国のすまい

づくりについて支援が必要です。

主要施策の方向性
【中心市街地の活性化】

• 持続可能な都市を目指す「柏崎市立地適正化計画」に基づいて、中心市街地に都市機能など

を緩やかに誘導することにより、コンパクトで住みやすいまちづくりを推進します。

• 民間と行政の協力体制などを検討し、中心市街地の魅力向上によるにぎわい創出に取り組み

ます。

【快適な生活環境の維持】

• 「柏崎市都市公園施設長寿命化計画」に基づき、計画的な施設の修繕や改築更新を行い、市

民に快適で潤いのある公園環境の提供します。

【景観まちづくりの推進】

• 「柏崎市景観計画」に基づく届出制度により、専門的な知見から緩やかな規制誘導を行うこ

とで、市民と建築事業者の景観に対する意識の醸成や良好な景観の保全・形成に取り組みま

す。

【空き家の適正管理と利活用の推進】

• 「柏崎市空家等対策計画」に基づき、管理不全な空き家は、適正管理に向けた助言・指導、

勧告、命令を行うとともに、所有者等が行う空き家のリフォームや除却を支援します。

• 空き家対策の補完的な役割を担う民間法人を空家等管理活用支援法人に指定し、相談対応、

意識啓発、空き家バンクなど、官民が連携して管理不全な空き家の削減に取り組みます。

【安心・安全で快適な住環境の整備】

• 「柏崎市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、老朽化した公営住宅の維持管理や改修を行い、

安心・安全で快適に住み続けられる住環境を提供します。

• 住環境の向上による定住の促進及び子育て・若者世帯を応援するために、引き続き住宅リ

フォームに対する支援を行うとともに、屋根雪処理のいらない家づくりの支援と雪下ろし時

の転落事故予防のための器具設置に支援を行います。

主な事務事業

・中心市街地活性化事業 ・都市公園整備事業
・景観形成推進事業 ・空き家対策事業
・市営住宅改修事業 ・住まい快適
・克雪すまいづくり リフォーム事業

支援事業

関連する個別計画

・柏崎市立地適正化計画・柏崎市景観計画
・柏崎市都市公園施設 ・柏崎市空家等対策計画

⻑寿命化計画 ・雪害予防計画
・柏崎市公営住宅等

⻑寿命化計画

「○○○○○○○○○○○」

写真

策 定 中



 

目標値（R11）
都市計画道路の改良率
市道改良率
橋りょう⻑寿命化修繕（累計）
除雪機械の更新台数（累計）
柏崎港の年間貨物取扱量
水道管路の耐震化率

▶用語説明

○○…

34.4% 36.2%

89台 118台
66,275ｔ 106,000ｔ

69.7% 72.5%
51.6% 52.4%
122橋 139橋

指標名 現状値

SDGｓに関連するゴール ３,９,１１
１－７ 充実した社会基盤の整備

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿
社会情勢の変化を見据えながら、市民のニーズに即した社会基盤の整備を推進すること

により、市民が安全・安心で快適に暮らしています。

現況と課題

主要施策の方向性

【幹線道路ネットワークの整備】

• 中心市街地と郊外部のアクセス向上のため、国道８号柏崎バイパスをはじめとした国県道の

整備促進と予算確保について、国及び県に強く働きかけます。都市計画道路や幹線市道の整

備事業は、優先度の高さや実施の可否を検討しながら整備を進めます。

【生活道路の整備】

• 早期に事業効果が発揮できるよう計画的に市道の整備を進め、沿線住民の安全性及び利便性

の向上を図ります。また、通学路の安全性を確保するため、「柏崎市通学路交通安全プログ

ラム」に基づき、計画的な歩道の整備や路肩の拡幅を進めます。

【港湾機能の保全】

• 平時の貨物取扱量の増加を図るため、航路水深確保を中心に港湾施設の整備促進を国及び県

に働きかけます。

【道路や橋りょうなどの計画的な保全】

• 道路ストックの保全と長期的な修繕コストを抑制するため、「柏崎市橋梁長寿命化修繕計

画」などの個別施設計画に基づき、計画的な定期点検や施設修繕を実施します。

【冬期間における道路交通網の安全確保】

• 冬期間における市民の安全・安心な生活を確保するため、広域連携による安定した除雪体制

の構築、除雪機械の計画的な更新、除雪事業者が雇用する除雪オペレーターを育成するため

の補助を実施します。

【上下水道機能の保全】

• 上下水道の機能を確保し、サービスを安定的に提供していくため、施設の重要度や規模等を

検討し、計画的で効率的な改築更新及び耐震補強を進めるとともに、有収水量の減少を踏ま

えた経営の安定化に努めます。

主な事務事業
・幹線道路整備事業 ・橋りょう等修繕事業
・都市計画道路整備事業 ・除雪車購入事業
・生活道路整備事業 ・除雪オペレーター
・交通安全施設修繕事業 育成支援事業
・港湾管理事業 ・水道老朽管更新事業
関連する個別計画

・柏崎市地域防災計画 ・柏崎市公共施設等
・柏崎市交通安全計画 総合管理計画
・柏崎市雪対策基本計画 ・柏崎市公営企業中期
・柏崎市橋梁⻑寿命化計画 経営計画(経営戦略)

・柏崎市国土強靭化地域計画
「○○○○○○○○○○○」

写真

• 幹線道路については、現在、未改良区間が多く残っていますが、活力ある地域や都市づくりの推進、

災害に強く安全で安心して暮らせる生活の実現のため、より一層の整備が重要です。

• 地域で利用されている生活道路は、幅員が狭く、緊急車両の通行や除雪作業に支障のある路線が多い

ため、各地域から道路改良の要望が寄せられており、計画的な整備が求められています。また、歩行

者の安全を確保するため、歩道の整備や路肩の拡幅を推進することが必要です。

• 柏崎港は、貨物取扱量が減少傾向にありますが、今後、国が進めるカーボンニュートラル事業に必要

な物資の中継港や災害時の支援船がスムーズに入港できる防災拠点としての役割も期待されており、

船舶の入港に支障がないよう港湾機能の強化が求められています。

• 道路施設の維持管理は、予防保全型による長寿命化を進めており、特に橋りょう・トンネルなどの

重要構造物は、法律により点検が義務づけられています。このため、計画的に点検し、その結果を踏

まえた修繕を計画的に実施していくことが重要です。

• 冬期間における道路交通の安全確保のため、迅速な除雪作業が求められており、確実な除雪体制の維

持を構築するには、除雪機械の計画的な更新、除雪オペレーターの確保が重要です。

• 上下水道施設は老朽化した施設が多く、耐震性が低い状況にあり、給水収益に直結する有収水量も人

口減少等を背景に年々減少しています。将来にわたって安定的に公営企業を継続するため、人口規模

に応じた施設のダウンサイジングとともに、強靭化を図ることが求められています。

目標指標

策 定 中



 

目標値（R11）
温室効果ガス削減量
環境基準の達成率
鳥獣による農業被害額

▶用語説明

○○… △△…

SDGｓに関連するゴール 3、6、7、13、14、15

指標名 現状値
-11.20% -44.00%

100% 100%
22,390千円 17,532千円

目標指標

１－８ 豊かな環境の保全

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿
市民と事業者が脱炭素化を進め、豊かな環境を保全していくことで、地球温暖化の抑制

に寄与し、環境にやさしく暮らしやすい持続可能なまちへの取組が進んでいます。

現況と課題

• 地球温暖化に対して、地域としての温室効果ガスの排出を抑制する取組を進めています。市公共施

設に再生可能エネルギーを積極的に導入し、省エネ・創エネ設備のほか、ＥＶ・ＰＨＥＶの導入を

支援し、市民や事業者に地球温暖化対策につながる行動変容を促してきています。

• 令和2（2020）年には、国や県より早い令和15（2035）年のカーボンニュートラルによる脱炭素社

会の構築を表明し、地域エネルギー会社の設立など、他に先駆けて市民や事業者が脱炭素エネル

ギーを利用できる環境を整えています。

• 令和3（2020）年度の市域の温室効果ガス排出量は、基準年度21.3％の削減と着実に減少していま

すが、環境と経済が好循環する脱炭素社会の実現に向けて、あらゆるシーンで脱炭素化に向けた取

組を更に進めていくことが必要です。

• 生活環境の保全については、清掃活動など環境美化に対する取組が市内各地で行われ、水質などの

環境基準を十分満たす良好な環境が保たれていますが、人為的な不法投棄ごみや海洋ごみの問題は、

生態系や人体への影響も懸念されます。山、川、海など豊かな自然環境と併せ、安心して暮らせる

生活環境を次世代へ引き継いでいく継続した努力が必要です。

• イノシシやクマなど有害鳥獣の目撃件数、捕獲頭数ともに増加傾向にあり、住家付近での出没も増

えています。生物多様性に配慮しつつ、有害鳥獣による農作物被害をなくし、市民の安全が脅かさ

れないための環境整備が必要です。

主要施策の方向性

【脱炭素化（温室効果ガス排出量抑制）の促進】

• 市民や事業者の脱炭素に向けた行動変容を促す啓発活動に継続して取り組むとともに、脱炭

素化につながる設備導入を推進し、支援します。

• 地域エネルギー会社や関係機関と連携して市内の再エネ電力供給量の増加に努めることで、

事業者の産業競争力を高め、地域経済が活性化した脱炭素社会の構築を目指します。

【環境美化・保全、不法投棄・公害の防止】

• クリーンデーかしわざきを実施するほか、ボランティアによる各地域での環境美化活動を支

援します。また、美しい自然環境を守るため、保全の重要性について啓発に努めます。

• 不法投棄対策として、県や警察と連携してパトロールを行うほか、未然に防ぐための啓発活

動を推進します。海洋ごみは、国境や県境を跨いで漂着することから、国や県と協力しなが

ら回収・処理を行います。

• 適切な生活環境を保つため、法令に基づき水質や騒音などを測定し、環境基準を満たしてい

るか監視します。

【有害鳥獣への対策強化】

• 鳥獣被害対策実施隊の人員確保や資機材の充実を図るとともに、保健所、警察など関係機関

との連携を密にし、有害鳥獣の捕獲体制強化を図ります。

• 有害鳥獣による農業被害や生活圏域への出没を抑制する方法について、周知活動を拡充して

いきます。

主な事務事業

・地球温暖化対策普及啓発事業
・低炭素型設備機器導入補助事業
・クリーンデー柏崎事業
・農業被害鳥獣対策事業

関連する個別計画

・柏崎市環境基本計画第３次計画
・柏崎市地球温暖化対策実行計画
・柏崎市ゼロカーボンシティ推進戦略
・柏崎市鳥獣被害防止計画

「○○○○○○○○○○○」

写真

策 定 中



 

目標値（R11）
ごみ・資源の総排出量
最終処分場の埋め立て量
リサイクルセンター利用者数（3施設分）

▶用語説明

水平リサイクル…使用済みの製品を原料として、同じ製品を再び作り出すこと

指標名

SDGｓに関連するゴール 7,12,14

現状値
25,251ｔ 21,831ｔ
64,066㎥ 77,898㎥
248,282人 300,000人

目標指標

１－９ 持続可能な資源循環の推進

第１章 生活・安全・環境 １ 生活・安全・環境

第
１
章

めざす姿
持続可能な循環型社会の実現に向けた、限りある資源の効率的な活用が進んでいます。

現況と課題

• 市民の分別意識の向上や資源物の軽量化、人口減少の影響により、ごみの総排出量は減少傾向に

ありますが、環境問題や資源不足などの課題が深刻化する中、今後は既存の取り組みに加えて、

市民一人ひとりのウェルビーイングを実現しながら、資源を効率的に活用する持続可能な社会を

目指すことが求められています。

• 近年、海洋プラスチックごみや気候変動問題、廃棄物輸入規制の強化を受け、国内でのプラス

チック資源循環の促進が一層重要となっており、市においても現在焼却処分をしているプラス

チック使用製品の分別収集やリサイクルを進めていく必要があります。

• 老朽化が進む既存ごみ処理場の対応として、令和11（2029）年度の稼働を目指した新ごみ処理場

の整備・建設を進めています。新処理場は、高効率なエネルギー回収能力を備え、発電を含めた

熱回収を行うことで、資源の有効活用を図り、循環型社会の形成に寄与する機能が求められてい

ます。

・

主要施策の方向性

【ごみ減量化・再資源化の推進】

• 資源物リサイクルセンターの回収品目の拡充や市民が利用しやすい施設運営により、リサイ

クル施策を強化します。さらに、リデュース・リユース施策の推進に向けて、市民や事業者

が実践すべき具体的な行動について分かりやすく周知をします。

• 収集から最終処分までの適正なごみ処理を推進するとともに、より効率的な資源の有効活用

につながるペットボトルの水平リサイクルなどに取り組みます。

• 地域全体での取組を進めるため、ごみの資源化・再資源化に取り組む民間事業者への支援や

連携を強化します。

【プラスチックをはじめとした資源循環の推進】

• 家庭から出る多様なプラスチック使用製品の分別収集・再商品化を進めるため、住民が取り

組みやすい分別方法や回収方法を整理します。

• 海洋プラスチックごみ発生抑制のため、市民や事業者、ボランティア団体が取り組む清掃活

動や啓発イベントを積極的に支援します。

【循環型社会を推進する新ごみ処理場の整備】

• 廃棄物処理の過程で発生する熱の発電や焼却後の灰を資源物として回収するなど、環境負荷

低減や公害防止等、環境に十分配慮した設備を備えた循環型社会を推進するごみ処理場を整

備します。

主な事務事業

・ごみ減量化・リサイクル対策事業
・資源物リサイクルセンター管理事業
・新ごみ処理場整備事業

関連する個別計画

・柏崎市環境基本計画第3次計画
・柏崎市循環型社会形成推進地域計画
・柏崎市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

「○○○○○○○○○○○」

写真

策 定 中



 

目標値（R11）
市内２大学卒業生の地元就職率
市内高等学校卒業生の地元就職率（市内本社企業に限る）
男性の育児休業取得促進事業奨励金の交付件数（累計）
男性の育児休業取得率

▶用語説明

○○… △△…

60.20% 85%

10.30% 10.50%
45.20% 45.50%

22件 20件

指標名

SDGｓに関連するゴール 5・8

現状値

目標指標

２－１ 雇用環境の充実と就労支援

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿
誰もが働きやすい職場環境の整備を推進することにより、多様な人材がいきいきと活躍

できる企業が増加し、労働力の確保と若者の地元定着が図られています。

現況と課題

• 人口減少や少子高齢化により、就業人口や事業所数はいずれも減少傾向にあります。建設業をは

じめ、どの業種でも人材確保が深刻な課題となっています。

• 市内に大学が２校あり、市内外から若者が集まる環境はありますが、学生の地元就職率が低く、

地元定着に結びついていません。また、進学により地元を離れ、卒業後も地元に戻らず就職する

若者も多くいることから、学生のうちから、地元企業を知ってもらい、地元企業へ就職してもら

う仕組みづくりが必要です。

• 若者や女性が働きたいと思える企業が少ないと感じている市民が多くいます。誰もが働きやすい

職場づくりを推進し、若者や女性に選ばれる雇用を創出することが重要です。

• 年齢や性別、障がいの有無に関係なく、意欲と能力に応じていきいきと活躍できる就労機会の創

出や就労支援に取り組む必要があります。

主要施策の方向性

【人材確保の取組】
• 高校生や大学生が柏崎市で働きたいと思えるように、地元企業の魅力を発信するとともに、

企業が自社の魅力や強みを発信できるよう支援します。

• 関係団体と連携し、地元企業への就職に結びつくよう、企業説明会の開催や採用活動への支

援を行い、人材確保に向けた取組を進めます。

【多様な人材の就労支援】

• 女性や高齢者、障がいのある方など多様な人材が活躍できるよう、就労機会の創出の促進や

就労支援に取り組みます。

• 多様な人材を採用することにより、企業の生産性向上や労働力の確保につながり、企業のメ

リットになることを周知します。

【働きやすい職場環境づくりの推進】

• 企業の魅力を高め、人材確保や職場定着を進めていくため、中小企業等における誰もが働き

やすい職場環境の整備を支援します。

• 男性の育児休業取得の促進に取り組み、企業のワーク・ライフ・バランス推進の取組を支援

します。

主な事務事業

・雇用促進事業
・育児休業取得促進事業
・障がい者活躍推進事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・
・
・

写真

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



 

目標値（R11）
製造業事業所1社当たりの製造品出荷額等
製造業従業者1人当たりの（粗）付加価値額
ものづくりマイスターカレッジ受講者のうち技能検定合格者数

▶用語説明

○○… △△…

SDGｓに関連するゴール 4、7、9、11

920百万円 1,097百万円
11.4百万円 12.6百万円

指標名 現状値

240人176人

目標指標

２－２ ものづくり産業の基盤強化

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿
事業者が人材の確保・育成、設備投資、販路拡大、脱炭素化の取組を一層進め、製造業

が本市の基幹産業であり続けています。

現況と課題

• 製造業が事業を進める上で、人材、設備、販路は基盤となる要素であり、これらが将来にわたっ

て発展し、競争力を高め続けていかなければなりません。さらに、近年では電動車の市場拡大、

水素の社会実装に向けた開発、サプライチェーン全体の脱炭素化などが進んでおり、市内事業者

においては、需要の変化に適応していくことが、競争力の維持・向上につながります。

• 物価、エネルギー高騰の影響と、深刻さを増す人材不足などが、本市のものづくり産業に大きな

影響を与えていますが、省力化・省人化を可能にする設備投資やＤＸ推進、事業の円滑な承継な

どを視野に入れつつ、新たな人材の確保や技術の継承を進め、人口減少下でも生産性を高めてい

くことが急務です。

• 本市で作られた製品も直接的・間接的に国際市場で取引されます。多くの国が2050年を目標に温

室効果ガス削減に取り組んでいる中、脱炭素化に対する取引先からの要請は、今後ますます高ま

るものと考えられます。市内企業が早期に脱炭素化に取り組み、企業の成長を加速させる機会を

逃さないことが重要です。

主要施策の方向性

【人材の確保・育成への投資】

• 本市ものづくり産業がより高い付加価値を生み出し、競争力を高めていくために、技能資格

取得への助成を通じて技術向上を促進します。

• 柏崎技術開発振興協会や新潟工科大学との協力体制の下、他機関との連携も視野に入れ、企

業ニーズに応える研修メニューを展開し、技術者の育成と技能の継承を図ります。

• 市内の高校生や大学生と市内製造事業者との接点づくりを継続し、ものづくり産業の次代を

担う若者に対して製造業の認知拡大を図るとともに、本市での就職が選択肢となるよう働き

かけます。

【設備投資と販路拡大の促進】

• 設備投資に対する固定資産税の軽減や資金面の助成、企業のＤＸ推進の支援などにより、生

産性向上につながる投資を事業者が躊躇なく進められる事業環境の創出を図ります。また、

支援制度は不断に見直し、市場の変化を捉えた事業展開を後押しします。

• 製造業に関連する見本市への出展を支援することにより、本市ものづくり産業の技術の高さ

をアピールし、販路拡大につなげます。

【脱炭素化への支援の強化】

• 本市の幅広い製造事業者が、脱炭素化を武器として競争力を強化できるよう、脱炭素エネル

ギーの利活用や省エネルギー設備への投資等に対して多角的な支援を展開します。

主な事務事業

・人材育成支援事業
・工業振興事業
・事業構造強化促進事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・柏崎市デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ
Ｘ）推進計画

写真

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



、

 

目標値（R11）
新たに柏崎へ企業立地する事業者数

▶用語説明

○○… △△…

1 3
指標名

SDGｓに関連するゴール 8,9

現状値（R6）

目標指標

２－３ 企業誘致の推進

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿
企業誘致を積極的に行うことにより、地域経済の活性化や職業選択の幅も広がり、雇用

の場も創出されています。

現況と課題

• 企業誘致は、地域産業の活性化、職業選択の幅を広げること、雇用の場の創出として重要であり、

地域経済への波及効果も期待できることから、継続的な取組が必要です。また、市民生活の利便

性向上の側面もあることから、市民ニーズを踏まえた企業誘致を検討する必要があります。

• 平成20（2008）年度に分譲を開始した柏崎フロンティアパークは、令和3（2021）年度に分譲済み

となり、令和6（2024）年度には、すべての事業者が操業を開始しました。

• 現在、全国的に見ても産業用地は不足しており、新潟県、本市も同様の状況にあることから、事

業者の立地需要へ応えることが難しい状況にあります。

• 令和4（2022）年度に実施した「企業立地適地調査」、令和6（2024）年度に策定した「柏崎市鯨

波産業団地整備基本構想」をもとに、新たな産業団地造成に取り組む必要があります。

主要施策の方向性

【企業立地の推進】
• 基幹産業である製造業のほか、多様な業種へもアプローチし、企業誘致を推進します。

• 企業立地に際しての用地取得や、設備投資に対する助成、電源立地地域であることの特性を

活かした電気料金に対する助成（原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業（通称:Ｆ補助

金））を継続的に実施し、地域経済の活性化と併せて、職業選択の幅を広げ、雇用の場を創

出します。

【新産業団地の整備】

• 令和6（2024）年度策定の「柏崎市鯨波産業団地整備基本構想」に基づき、本市の新たな産業

団地造成を推進します。

主な事務事業

・企業立地事業
・産業団地整備事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・柏崎市鯨波産業団地整備基本構想
・柏崎市都市計画マスタープラン

写真

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



 

目標値（R11）
需要創出支援事業（あきんど協議会）による支援事業所数

▶用語説明

○○… △△…

指標名

SDGｓに関連するゴール 8・9

現状値
5件 7件
22人 25人「柏崎市創業支援等事業計画」に基づく創業者数

目標指標

２－４ 魅力ある商業の振興

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿
魅力的な個店や、起業・創業による多様な商品やサービスの増加により、市内での消費

活動が活発になり、商業者の経営力が高まっています。

現況と課題

• 少子化による人口減少や後継者の不在により、商店街を中心に空き店舗が増加していることから、

にぎわいの低下がみられます。

• 卸売業・小売業の事業所数は減少しており、地元購買率も低下傾向にあります。個店への継続的

な集客を図り、商業者が持続可能な経営を行うため、自らが創意工夫をし、個店の魅力を高める

必要があります。

• 起業・創業に関する相談対応や個別支援を関係機関と連携しながら取り組んでおり、毎年多くの

創業者を輩出しています。創業時の支援のほか、事業を継続していくための仕組みを作る必要が

あります。

• 経営者の高齢化が進む中、後継者の不在が問題となっています。柏崎市の産業を衰退させないた

めにも、安定した経営を継続できるよう、事業承継の重要性を周知する必要があります。

主要施策の方向性

【商業界の活性化】

• 柏崎あきんど協議会等の関係機関と連携しながら商業者と課題を共有し、個店の魅力向上や

空き店舗の活用を支援します。

• にぎわい創出や新たな顧客の獲得のためのイベントの開催と合わせて、継続的な個店への集

客につながる取組を支援します。

• 新たな需要創出やＥＣサイト等による販路拡大などに取り組む意欲ある商業者を支援します。

【起業・創業支援の充実】

• 商工団体や金融機関といった支援機関との連携により、創業しやすい環境の整備や、創業後

の経営の安定化を図るための支援を行います。

• 創業者を含めた異業種交流会など、販路拡大や新規ビジネスにつながる機会を創出し、事業

を継続、発展できる仕組みづくりに取り組みます。

【事業承継に関する支援】

• 円滑な事業承継を実現していくため、関係機関と連携しながら現状把握を行い、基本的な情

報提供や早期準備の啓発を行います。

主な事務事業

・商業活性化事業
・創業支援事業
・事業承継支援事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・
・
・

写真

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



 

目標値（R11）
新規就農者数
米山プリンセス認証者数
米山プリンセス取組者数
葉月みのり出荷量
農地集積率

▶用語説明

○○… △△…

指標名

SDGｓに関連するゴール 2、8、9、12、15

現状値

500ｔ 600ｔ
51.6% 51.6%

6人 11人
5人 15人
31人 40人

２－５

目標指標

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿
• 魅力ある米作りや園芸振興により農業者の所得が向上するとともに、農地が集積・集

約され、生産基盤が強化されています。

• 農業経営が安定し、「儲かる農業」に向けた取組が進み、担い手が定着し、本市の農

業が未来につながる持続可能なものとなっています。

現況と課題

• 本市農業の中心的役割を担う認定農業者が、令和元（２０１９）年度から令和５（２０２３）年度

までの５年間で２割近く減少しており、担い手不足が更に進行しています。高齢化や物価高騰、気

候変動等による農業者の離農に加え、気象条件に左右される産業構造や農業の持つイメージから就

農する若者が減少していることが原因として考えられます。

• 米の産地間競争が激しくなる中、安定的な収量と品質を確保しながら、農業者の所得や意欲の維持、

向上を図る必要があります。

• 園芸作物の作付がほ場整備の条件の１つとなっており、今後の作付面積拡大に合わせ、需要に応じ

た品目の選定や気候変動に対応した栽培技術の向上、販路の確保を行う必要があります。

• ほ場整備を実施していない地域の農地は、１０ａ（１反）程度の比較的規模の小さい農地が多く大

型の農業機械が導入できないなど効率的な営農活動が難しいため、生産基盤の強化が必要となって

います。

• 揚水機場などの農業用施設の老朽化や昨今の高温渇水による水不足などにより、効率的な営農活動

の低下や農作物の品質低下が危惧されています。

主な事務事業

・担い手確保総合支援事業
・柏崎産米ブランド化推進事業
・農業施設改修事業
・農用地高度化事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想

写真

第２章 産業・エネルギー

農業者の所得向上・基盤強化と担

い手の確保

zo増加のために何をする？

zo何をする？

主要施策のどこかに「スマート農業」入れる

主要施策の方向性

【担い手確保・育成の推進】

• 新規就農の４つのステップである①啓発、②検討・準備、③就農、④発展に至るまでのサポート

を関係機関と連携して行います。また、就農体験等を通して本市農業の魅力や暮らしに関する情

報を発信し、新規就農者の確保を図ります。

【特徴のある米作りの推進】

• 本市認証米「米山プリンセス」を旗艦米とする柏崎市産米の認知度を向上させるため、取組者に

対して生産技術向上のための支援を行うことで、米山プリンセス取組者及び認証者の増加を図る

とともに、ブランド化を目指します。

• 新潟県で一番早く収穫ができる「葉月みのり」の出荷量の増加と認知度の向上を図ります。

【園芸振興の推進】

• ほ場整備後の園芸作物の拡大に当たり、消費者の求める品目の選定や気候変動に対応した栽培技

術や管理、集出荷体制や販路の確保などの課題に対して市及び県、ＪＡえちご中越など関係機関

と連携して生産者をサポートします。

【農業生産基盤の強化】

• 地域が主体となり策定した地域計画をもとに、担い手が持続して営農活動できる環境を整備する

ため、引き続き新潟県と協力してほ場整備事業を進め、生産基盤の強化を図ります。

• 高温渇水による水不足の対策として、休耕田等をため池に活用するなど新たな農業用水の確保を

検討します。また、国県補助事業を有効活用し、新潟県や柏崎土地改良区と連携して生産基盤の

強化を図ります。

• 農業用施設の定期的なパトロールを強化し、施設の点検・維持・修理等の維持管理を実施します。

【スマート農業の推進】

• 担い手不足による労働力の減少を補い、また、生産性の向上を図るため、スマート農業を推進し、

農業者の省力化・効率化を図ります。

策 定 中



 

目標値（R11）
水産物の水揚量（出荷量）
水産物の水揚高（出荷額）
アラの平均単価

▶用語説明

神経締め… △△…
魚の鮮度と美味しさを保つための「活け締め」の方法の一つで、背骨近くに通っている神経にワイヤー等を通し、神経を壊す
締め方のこと。神経締めにより神経が破壊され、臭みの発⽣や腐敗が遅くなり、より⻑く新鮮な状態を維持できる。

指標名

SDGｓに関連するゴール １４，１５

現状値
144,391ｋｇ 150,251ｋｇ
115,922千円 140,902千円
3,005円/ｋｇ 3,515円/ｋｇ

目標指標

２－６林業水産業の担い手確保と経営の安定化

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿

• 森林整備の担い手が確保され、省力化と集約化施業により効率の良い森林整備が行

われています。

• 柏崎産水産物の高付加価値化と消費拡大により漁業経営の安定化が図られています。

現況と課題

• 林業では、国産材の利用が低迷しているほか、森林所有者の高齢化と関心の低下により森林の維

持管理が困難な状況になっています。

• 森林を維持・整備するには、地域産材の消費や森林所有者の特定と隣接する森林の集約化が求め

られます。

• 林業経営体は、積極的な採用活動を行っています。引き続き新規就業者の確保を進め、さらに、

異業種が林業へ関わることができる環境を整備する必要があります。

• 水産業では、漁業者の高齢化と担い手不足により、伝統漁法の継承が課題となっています

• 柏崎産海産物の漁獲量は、一部の魚種を除き低迷しており、また、魚価の向上が見られない一方

で燃油価格等の高騰による経費負担が大きく、漁業経営が厳しい状況です。

• 水産物の高付加価値化や、高級魚「アラ」を活用した市内外の需要喚起により漁業者の所得向上

に取り組む必要があります。併せて、市民の魚離れが顕著であることから、旬の魚のPRによる消

費拡大が求められます。

• 老朽化した漁港施設及び海岸保全施設は、ライフサイクルコストを踏まえ、修繕を進める必要が

あります。

主要施策の方向性

【林業・水産業の経営力の強化】
• 林業経営体に対し、就労環境の改善を促し、従業員の定着を図ります。

• 水産業では、新規就業者に対する支援を行い、担い手の確保を図ります。

• 魚の付加価値を高める神経締め等の手法を定着させるため、漁業者を対象とした講習会を開

催します。また、高級魚のアラのブランド化を図るため地理的表示の認定に取り組みます。

【林業・水産業の流通拡大】

• 林業では、公共施設の木質化を働きかけるとともに、木材の供給から建築までの事業者が連

携し、特色ある製品加工や柏崎の木材のPRを行い、地域産材の利用を促進します。

• 水産業では、魚食普及を推進し、水産物の消費拡大に取り組みます。また、朝市等で直売を

行い、柏崎産水産物の品質の良さや美味しさを漁業者が市民へ直接PRする機会を作ります。

【林業・水産業の基盤強化】

• 林業では、森林環境譲与税や国・県の補助金を活用し、計画的に森林の整備や林道の補修を

行います。

• 水産業では、資源管理を行い、持続的かつ安定的な水産資源の確保に取り組むとともに、

小・中学生を対象とした漁業学習等を通して、漁業に興味関心を抱く機会を作ります。

• 漁港等の施設は、漁船の安全な航行のため適切な維持管理を行います。

主な事務事業

・⺠有林造林事業
・漁港整備補助事業
・漁業就業者支援事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・柏崎市森林整備計画
・浜の活力再⽣プラン
・

写真（アラの写真）

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



 

目標値（R11）
市内宿泊者数

▶用語説明

○○… △△…

227,603 263,935
指標名 現状値

SDGｓに関連するゴール 8・9・11

目標指標

２－７ 観光産業の強化

２ 産業・エネルギー

第
２
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めざす姿
一年を通して、柏崎の食や文化、景観、体験などを楽しむ観光客が増えることで、市内

の観光関係事業者に経済効果が波及し、地元経済が活性化しています。

現況と課題

• 本市の観光は、海水浴や登山などの自然レジャーが大きな柱の一つとなっていますが、少子高齢

化などの影響により、これらの安全を支える市民、団体及び事業者等のマンパワーの低下が進ん

でいるため、これらに代わる安全確保策が必要です。

• 多くの観光施設は、整備から３０年以上が経過し、老朽化などに伴う修繕が増加傾向にあり、今

後は、利用者ニーズの変化に対応するための改修など多額のコストも見込まれます。

• 柏崎市観光ビジョンに基づき、通年型・滞在型観光への転換に取り組んできましたが、市内の観

光に関わる事業者の休業や廃業などもあり、本市の令和５（２０２３）年の観光入込客数は２４

７万人と令和元（２０１９）年の８割程度の回復に留まっています。

• 通年型・滞在型観光への転換を図るためには、各種統計データなどに基づく事業の大胆な変革、

既存の観光資源の利活用による新しい観光的価値の創出や観光商品の造成に、官民が連携して取

り組む必要があります。

• 友好交流都市との交流を通じて、市民の国際感覚や外国人観光客の受け入れ機運の醸成につなげ

ていく必要があります。

主要施策の方向性

【観光分野のDX推進】

• 人材の確保に加えて、ドローンなどのデジタル技術活用による海水浴場などへの人員配

置の適正化と安全対策の両立を図ります。

• デジタル技術の導入による、観光マーケティングに必要なデータの収集・分析、来訪者の利

便性の向上など本市観光産業の高度化を図ります。

【観光施設等の最適化】

• 観光ニーズや社会変化、施設の利用状況などを踏まえ、観光施設の機能や役割、利活用の可

能性を検討し、必要に応じて施設の拡充や縮小、統廃合、譲渡などを進めます。

【通年型・滞在型観光への転換】

• 点在する食や文化・歴史、自然・景観、体験などの観光資源を背景や人物などに焦点を当て

ながら結び付け、ストーリー性のある観光商品として造成し、通年型・滞在型観光への転換

に取り組みます。

【地域が一体となった戦略的観光誘客の推進】

• 一般社団法人柏崎観光協会をはじめ、市内の旅行事業者、宿泊事業者など関係する団体や事

業者による推進体制を構築し、各種統計データの収集分析からPDCAサイクルに基づく戦略的

な観光誘客を展開します。

【国際交流の推進】

• 友好交流都市である中国の淮安区淮安市や四川省峨眉山市との交流を通じて、青少年に他国

の光を観る機会を提供し、国際感覚や外国人観光客の受け入れ機運の醸成を図ります。

主な事務事業

・情報発信・商品開発戦略事業
・新たな海の柏崎モデル事業
・観光誘客促進事業

「公共空地を活用したアウトドアエリ
ア事業」

関連する個別計画

・
・
・

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



 

目標値（R11）

▶用語説明

CCS… 排出された二酸化炭素を集めて地中に貯留する技術

指標名

SDGｓに関連するゴール 7

現状値
供給先で使用する電力の脱炭素エネルギー導入比率 29.5% 60.0%

目標指標

２－８ 産業界の脱炭素化の推進

２ 産業・エネルギー

第
２
章

めざす姿
2035年カーボンニュートラルに向けて、安価で安定した脱炭素エネルギーを供給する体

制が構築され、脱炭素エネルギーの利用拡大により、市内産業界の脱炭素化が推進され

ています。

現況と課題

• 地域エネルギー会社「柏崎あい・あーるエナジー株式会社」を設立し、脱炭素エネルギーを地域

に供給する体制を整えました。公共施設から電力供給を開始しましたが、今後は市内産業界への

脱炭素エネルギーの供給を拡大する必要があります。

• 光熱費・燃料費の低減、競争力の強化による売上、受注の拡大などが期待される脱炭素経営の必

要性、重要性について、市内産業界の理解を高めていく必要があります。

• 市や地域エネルギー会社が所有する太陽光発電設備及び蓄電池設備を整備し、脱炭素エネルギー

の供給に必要な電源を確保しました。更なる供給力の向上を図るため、地域エネルギー会社と連

携して電源開発を進める必要があります。

• 未利用市有地を利活用して太陽光発電設備の導入を進めていますが、設備導入が可能な未利用市

有地が限られてきています。今後は、次世代技術の導入も視野に入れて、既存の公共施設や未利

用市有地を有効活用できる方法を検討する必要があります。

主要施策の方向性

【市内産業界への脱炭素エネルギー利活用の推進】

• 脱炭素エネルギーの利活用により、市内産業界の競争力強化を図り、環境・経済両面で持続

可能な脱炭素社会を構築します。

• あらゆる手法を駆使した周知啓発の取組により、市内産業界の脱炭素化に向けた意識醸成を

図ります。

【脱炭素エネルギーの供給力の向上】

• 安価で安定した脱炭素エネルギーを供給するため、地域エネルギー会社と連携して太陽光発

電設備と蓄電池設備の整備するとともに、水素発電などの新たなベースロード電源の確保に

努めます。

• 次世代技術を活用し、既存の公共施設や未利用市有地を最大限活用した脱炭素エネルギーの

確保に努めます。

【原子力発電・海底直流送電の電力供給に向けた取組の推進】

• 原子力発電や海底直流送電の大量の脱炭素エネルギー大消費地に供給する日本のエネルギー

政策に貢献するため、電力供給拠点としての本市の優位性を関係各所に働き掛けます。

• 海底直流送電の市内揚陸を実現し、関連産業の誘致や創出に向けた支援を検討します。

主な事務事業

・次世代エネルギー活用推進事業
・地域エネルギー会社連携事業

「脱炭素エネルギーの拠点化」

関連する個別計画

・柏崎市地域エネルギービジョン
・柏崎市ゼロカーボンシティ推進戦略

第２章 産業・エネルギー

策 定 中



 

目標値（R11）

▶用語説明

○○… △△…

ＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）の地域における活動件数

民生委員・児童委員一人当たりの活動件数

「たまに立ち話をする程度」以上に近所付き合いをしている市民の割合

40件／年 60件／年

365件／年 365件／年

51.10% 60%

指標名

SDGｓに関連するゴール 1、3、4、8、10、11、16

現状値

目標指標

３－１ 地域共生社会に向けた体制整備

３ 子育て・健康・福祉

第
３
章

めざす姿

市民と行政、支援団体等が相互に連携することで、社会的に孤立している市民や地域社

会に無関心な市民が少なく、地域社会にゆるやかなつながりが育まれています。

現況と課題

• 社会保障制度の充実に加え、世帯構成や雇用環境の変化に伴い、元々地域社会にあった支え合い

機能が低下し、社会的つながりが希薄化しています。その結果、生活課題を抱えながらも身近に

相談する相手がおらず、誰にもつながらずに孤立し「生きづらさ」を感じる市民が増えています。

• 市民を支える行政や専門職、支援団体は、縦割りの制度や組織、支援の枠組みにより、支援者間

のネットワークづくりや分野同士の連携が進まないなどの課題を感じており、制度や枠組みの狭

間にいる市民に対して、適切な支援を届けることができない状況が生じています。

• 日常生活に必要な判断能力が不十分であったり、様々な理由から経済的困窮に陥った人は、病気

や住まいの確保など多岐にわたる生活課題を抱える場合が多く、それらの課題は時間の経過とと

もに深刻化する傾向にあります。

主要施策の方向性

【重層的支援体制の整備】

• 柏崎市社会福祉協議会と連携し、支援者のネットワークづくりを行うとともに、複雑化・複

合化したケースに対して多機関が協働し包括的に支援することができる、重層的な支援体制

の整備を進めます。

• 制度・分野ごとの縦割りや、支え手・受け手という関係を超えた地域社会づくりに向け、多

様な主体や市民の参画を促すとともに、各分野や異なる課題をつなぎ合わせコーディネート

する専門人材の育成に取り組みます。

【生活支援の充実】

• 認知症、知的障がい、精神障がいなどにより、日常生活で必要な判断能力が不十分な市民の

権利を守るため、権利擁護センターを核とした成年後見制度の利用促進を図ります。

• 生活困窮者の生活安定と自立支援のため、自立相談支援機関やハローワークなどの関係機関

との連携を強化し、就労、家計改善、住居確保などの包括的支援を行います。また、貧困の

連鎖を防止する観点から、困窮世帯の子どもの学習支援に加え、生活習慣や育成環境の相

談・支援を行います。

主な事務事業

・民生委員費

・成年後見制度利用支援事業

・重層的支援体制整備事業

・生活困窮者自立支援事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

・柏崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画

・柏崎市成年後見制度利用促進基本計画

・柏崎市重層的支援体制整備事業実施計画

写真

第３章 子育て・健康・福祉

策 定 中



 

目標値（R11）

骨粗しょう症検診受診率

自殺死亡率（人口千対）

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合

▶用語説明

ライフコースアプローチ…胎児期から老年期までの人生の各ステージにおける健康を生涯にわたって捉え、病気やリスクの予防、健康増進を図る考え方

32.8% 31.9%

52.5% 60.0%

25.5% 30.0%

0.59% 9%

指標名

SDGｓに関連するゴール 1.3.4.8.11.17

現状値

国民健康保険特定健診受診率

子宮頸がん検診受診率

14.2 14.2（仮）

目標指標

３－２ 心と体の健康づくりの推進
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全ての世代が心と体の健康に関心を持ち、望ましい生活習慣の継続と健康を支える環境の

整備により健康寿命が延伸し、自分らしく健やかな暮らしを送っています。

現況と課題

• 本市の特定健診の受診率は増加傾向ですが、メタボリックシンドロームの該当者や予備群、糖代

謝異常の割合は高くなっています。小学生の肥満割合が高いことから、幼少期からの生活習慣病

予防が必要です。

• 要介護状態の原因の一つは骨折・転倒であり、骨粗しょう症予防やロコモティブシンドロームの

改善が急務です。壮年期からの骨粗しょう症予防に取り組む必要があります。

• 性別やライフステージによって生活習慣は多種・多様化しています。また、生涯を通じた健康づ

くりや次世代に「健康」をつなげていくためのライフコースアプローチを意識する必要がありま

す。

• 自身の健康状態を知るために健診やがん検診を継続して受診することは大事ですが、受診率は横

ばいであり、かつ精密検査対象者が受診行動に至らないことも見られています。

• 社会情勢の変化に伴い、デジタル技術を活用した受診しやすい健（検）診体制の構築や受診者拡

大のための情報発信が求められています。

• 地域では高齢化や人口減少に伴い地域活動の担い手が減り、人とのつながりも希薄化しています。

地域で健康づくりの取組を継続できる環境を整えるとともに、企業においては健康経営を戦略的

に進められるよう支援していく必要があります。

• 自殺死亡率は減少傾向にありますが、生きづらさを抱える人たちの問題は複雑化しています。孤

独・孤立を防ぎ、ひきこもり支援を含めた重層的な支援体制が必要です。

主要施策の方向性

【健康課題に沿った支援や指導の充実】

• 健康診査やがん検診の受診を勧めるとともに、健診結果説明会などの保健指導を充実させま

す。また、地域や事業所への健康づくりの啓発活動や心と体の健康相談、糖尿病などのハイ

リスク者に対する個別保健指導を行い、市民の健康水準の維持向上に寄与します。

• 生涯にわたる健康づくりを推進するため、全世代を対象とした切れ目のない健康施策を進め

るとともに、ライフステージに合わせた骨粗しょう症予防やフレイル予防などの働きかけを

行います。

【望ましい生活習慣の形成と継続】

• 子どもの頃から望ましい生活習慣を身に付け、自ら実践できる子どもを育てます。また、大

人になってもバランスの取れた食事や定期的な運動及び質の高い睡眠など健康的な生活習慣

が継続できるよう健康意識を高め、ライフコースアプローチを踏まえた取組を進めます。

【デジタル技術を活用した健康づくり】

• オンライン予約システムを活用し、健（検）診予約の利便性の向上を図ります。またSNSを活

用し健康情報を提供するほか、健（検）診や健康づくり事業で電子申請を活用した手続き等

を進めます。

【健康を支えるための社会環境の整備】

• 健康診査と各種がん検診の同時実施会場の拡充や市内企業へのがん検診情報の提供により、

がん検診受診率の向上に取り組みます。

• 様々な媒体を活用し、心の健康づくりに関する普及啓発と相談窓口の周知による効果的な情

報発信を行います。

• 健康推進員などの地区組織活動を充実させ、人とのつながりや地域力を強化します。

• ひきこもりなど生きづらさを抱える人が、集ったり相談したり地域社会と緩やかにつながる

ことができる居場所づくりを民間事業所と協働して進めます。

主な事務事業

・特定健康診査、特定保健指導、各種がん検診

・健康増進事業

・骨粗しょう症予防事業

・ひきこもり支援事業

「健康推進員モニター事業」

関連する個別計画

・健康みらい柏崎２１（策定中）

・柏崎市国民健康保険

第３期保健事業計画・第４期特定健康診査等実施計画

・柏崎市地域包括ケア計画

写真
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目標値（R11）

臨床研修医数（R4（2022）年度からの累計）

認定看護師・特定行為看護師数

▶用語説明

○○… △△…

指標名

SDGｓに関連するゴール 3,8,17

現状値

12人 27人

31人 41人

R7.3に調査 80%以上医療・介護ガイドブックに関する講座参加者の理解度

目標指標

３－３ 持続可能な医療提供体制の確保
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誰もがどこに住んでいても必要な医療を受けることができる医療提供体制が整備されて

います。

現況と課題

• 現在、市民が必要とする医療を市内で受けられる体制は維持されていますが、今後医療人材不足

や医師の高齢化等により、現在の病院機能や一次救急体制の維持が難しくなることが見込まれま

す。

• 病院の役割分担見直しや病床機能分化を進め、他地域の医療機関との連携を更に強化することで、

持続可能な医療提供体制を確保することが求められています。

• 医療と介護の複合ニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、在宅医療提供体制の整備と在宅医療と介護との更なる連携が必要です。

• 病院では、就労環境改善など人材確保に取り組んでいますが、十分な医師・看護師の人員確保に

は至っていません。

• 看護の高度化・多様化により、認定看護師や特定行為看護師など、専門性の高い知識と技術を備

えた看護師のニーズが高まっています。

• 市内看護学校の定員は充足していますが、新卒で市内病院に就労する看護師は減少しており、ま

た就労しても3年ほど勤務すると離職する看護師が多く、勤務定着が課題となっています。

• 限りある医療資源を市民全員で有効活用することが大切であり、医療機関に過度の負担をかけな

い上手な医療のかかり方を実践できるよう、引き続き啓発の取組を進めていく必要があります。

主要施策の方向性

【医療提供体制の維持】

• 医療機関が診療体制を維持し、医療の質を確保することができるよう、運営費や施設・医療

機器整備費、開設費等を支援します。

• 一次・二次救急の運営を支援するとともに、症状に応じた適切な受診を市民に促し、医療機

関への過度の負担を軽減することで、救急医療体制を維持します。

• 身近に医療機関がなくても受診の機会を確保するため、オンライン診療や巡回診療など、医

療へのアクセスを改善・確保する新たな医療の在り方を研究・検討します。

【医療従事者の確保】

• 医学生から市内の病院を臨床研修先として選択してもらえるよう、県や医療機関と連携し、

臨床研修医確保に向けた取組を行います。

• 地元人材を確保するため、早期に医療の仕事の魅力ややりがいを知り、医療従事者を目指せ

るよう、小中学生を対象にした医師講話や看護体験など等を開催します。

• 看護師がキャリアを積み重ねながら、やりがいを持って働き続けられるよう、キャリアアッ

プを支援します。新たなニーズに対応するため、特定行為研修受講に対する支援を検討しま

す。また、看護師の勤務定着につながる取組の検討も進めます。

【上手な医療のかかり方の啓発】

• 医療の上手な利用の仕方やかかりつけ医の重要性などを掲載した医療・介護ガイドブックを

作成・配布・活用するなどして、市民への啓発活動を行います。

主な事務事業

・病院群輪番制病院運営費・設備整備補助事業

・医師確保対策事業

・医療従事者確保事業

・キャリアアップ支援事業

「○○○○○○○○○○○○」

関連する個別計画

※計画はありません。

写真

第３章 子育て・健康・福祉

策 定 中




